


















ヒ (H.Ulrich)の著， r企業政策論.] (Unternehmungspolitik， 1. Auf1.， 




既に，ザンディッヒ (C.Sandig) ，フィッシャー (G.Fischer) ，メレロ








55年，1. 現代ドイツ経営学， 2. な思決定論，を参照のこと。
404 
(2) 以下を参照されたい。
『同掲書J， 2. 意思決定論， B. 企業戦略論。
c. Sandig， Die Fuhrung des Betriebes， 1， Aufl.， Stuttgart 1953. 
Betriebswirtschaftspolitik， 2. Auf1.， von "Die Fuhrung des Betriebes， 
Betriebswirtschaftspolitik“， Stuttgart 1966. 
G. Fischer， Po1itik der Betriebsfuhrung， Stuttgart 1962. 
K. Mellerowicz， Unternehmenspolitik， 1. 2. 3. Bd.， Freiburg im 
Breisgau 1976， 1965， 1971. 
拙稿， r管理意思決定の理論としての経営経済政策論ーーザンデイツヒの所論を
中心として一一J， r経営と経済J，第61巻第 l号，昭和56年 6月。
同， rフィツシャーの経営政策論(上)(下)J， r同J，第61巻第 4号・第62巻

























































産的社会的システム (einproduktives soziales System)であると同時に，
開放的社会的制度 (eineroffenen， gesellschaftsbezogenen Institution) 
であり，常に環境との相互依存的関連性の中にあり，その目標設定と行動の
自律性が制限されているのである D 企業管理 (Unternehmungsfuhrung)




さて， ウルリッヒは，管理過程を r機能J (Funktionen)， r階層J



































以上が， ウノレリッヒの位・理モデノレの概要である D この管理モデノレを，階層


















































































注(1) Vgl.， H. Ulrich， Unternehmungspolitik， Bern u. Stuttgart 1978， 
S. 1l-"'13. 
(2) Ulrich， a. a. 0.， S. 5. 
(3) Vgl.， Ulrich， a. a. 0.， S. 5. 
(4) ウルリッヒの「管理モデノレ」に関する説明は，彼の著書の13頁-"'18頁に拠った。

























































































報を次の四つに分類している O それらは，1. 現在の企業の状態 (Zustand)
に関する情報， 2.現在と将来の環境の展開 (Entwicklungen der U m we1t) 
に関する情報， 3. 企業に関連する価値観念 (Wert vors tel1 ungen)に関す
る情報， 4. 統制情報，である。
まず，企業政策的意思決定にとって，企業と環境に関する情報は不可欠で


























的意思決定過程を三つの段階に区分している D 意思決定過程は，1. 出発状
態(実際 1st) の探求と判断， 2. 努力さるべき理想 (Sol1)状態の決定，
3. 行動代替案およびその結果の探求と決定，という三つの局面を有じてい
るo それに相応して，企業政策的意思決定過程でも，1. 出発状態の探求と
















思決定過程における行動代替案にあたるものである o ここでも，第 2

















































































Vgl.， Ulrich， a. a. 0.， S. 29..，30. 
(3)(4) Ulrich， a. a. 0.， S. 91. 
(5) Ulrich， a. a. 0.， S. 99. 
ウルリッヒの企業政策論
(6) Ulrich， a. a. 0.， S. 181. 
(7) Vgl.， Ulrich， a， a， 0.， S. 181""'183. 









Ul Ulrich， a. a. 0.. S. 39. 
U2l Vgl.， Ulrich， a. a. 0.， S. 38"-'40. 
















































































すなわち rなぜこの目標なのか ?Jそして rこれは自分にとって何を意




























(2) Vgl.， Ulrich， a. a. 0.， S. 46...47. 
(3) Ulrich， a. a. 0.， S. 236. 
(4) Ulrich， a. a. 0.， S. 48. 
(5) Ulrich， a. a. 0.， S. 47...48， S. 236...237. 



































































































































































注(1) Ulrich， a. a. 0.， S. 49. 
(2) Ulrich， a. a. 0.， S. 50. 
(3) Vgl.， Ulrich， a. a. 0.， S. 191 ff. 
(4) Vgl.， Ulrich， a. a. 0.， S. 232"'-'236， S. 237. 
(5) Ulrich， a. a. 0.， S. 239. 
(6) Vgl.' Ulrich， a. a. 0.， S. 21~28. 




されうるものと考えられたのである o われわれは， ウノレリッヒが展開した構
想と方式は，これらの課題の解決に基本的方向を与え，企業政策の展開と実
現の実践に，極めて有益な方法論を呈示しているものと，高く評価しなけれ
ばならないであろう o 企業政策的意思決定過程の論理的体系化は，実践の貴
重な道標をなすにちがいないし，諸科学の成果を取り入れた合理的方式や方
法論は，企業政策に責任ある管理者の能力に貢献するにちがいなし、からであ
る。
ウjレリッヒの方法論において問題なのは，企業政策の展開と実現の制度化
であろう。特に，企業政策の過程をいかに組織化するかが重要であろう O 企
業政策は，組織の中で展開され実現されなければならないのであり，組織化
の志向する合理性と，企業政策がいかに合理化されようと残るに違いない非
430 
合理性とをいかに調和せしめ，有効な企業政策の組織を形成するかは，制度
化の中心問題をなすであろう O 組織化は，企業政策の方法論lこ残された大き
な課題である O
ウノレリッヒは，企業政策の形式である方法論を展開しているのであって，
その実質的内容として何らかの理忽的企業政策を主張するものではない D し
かし，企業政策の社会的忠義の強調は企業政策の内容を示唆しているもので
あり，開放的社会システムたる企業が，企業の外でも内でも，社会に貢献す
る企業政策をとるべきであることや，社会的措忽の企業政策における志義が
注目されるべきことがのべられているのは重要であろう。企業政策の単なる
方法論ではなく，現代企業の特質が十分に配}}J.(された方法論であることが注
意されなければならないのである o
